
成 年 後 見 制 度
ご存知ですかご存知ですか

～判断能力が不十分な方の財産と権利を守り支援する制度です～

「成年後見制度」の種類

　認知症、知的障害、精神障害などの理由で判断能力の不十分な方々は、財産管理や身上保護（※1）などの法律行
為をひとりで行うのが難しい場合があります。また、自分に不利益な契約であることがよくわからないままに契
約を結んでしまい、悪質商法の被害にあう恐れもあります。このような判断能力の不十分な方について、家庭裁
判所への申立手続きにより、成年後見人等（※2）を選任してその方の判断能力を補い、生命・身体・自由・財産等
の権利を擁護することで、安心して地域で暮らしていくための制度が『成年後見制度』です。選任された成年後見
人等が、本人に代わって契約を結び必要な介護サービス等の利用を進めたり、不動産や預貯金等の管理を行った
りすることで、本人を法的に守ることができます。
※1　身上保護とは（介護・福祉サービスの利用契約や施設入所・入院の契約締結、履行状況の確認など）
※2　家庭裁判所により選任される援助者等（「成年後見人」、「保佐人」、「補助人」、その他監督人等）

任意後見と法定後見では手続きの流れが異なります。詳しくは「神戸町成年後見支援センター」にご相談ください。

任意後見
法　定　後　見

補　助 保　佐 後　見

将来に備える方が
対象

判断能力が
不十分な方が対象

判断能力が
著しく不十分な方が対象

判断能力が欠けているのが
通常の状態の方が対象

判断能力があるうち
に任意後見人を選定

一部の契約・手続等の
同意・取消や代理

財産上の重要な契約等の
同意・取消や代理

すべての契約等の代理・取消
※日常生活に関する行為は除く

自分で選んだ人を
任意後見人にする

ことができる

家庭裁判所が補助人、保佐人、成年後見人を選任
（本人の親族、法律・福祉の専門家、その他の第三者、福祉関係の法人やその他の法人）
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判断能力が十分でない方

判断能力がある方

　成年後見制度の利用の促進に関する法律を受け、権利擁護支援の中核機関として健康福祉課に「神戸町
成年後見支援センター」を設置し、10月1日から運用を開始します。
　「神戸町成年後見支援センター」は、ご本人や家族、後見人、支援関係者をサポートし、認知症や障害が
あっても自分らしく安心して暮らせるように、地域連携ネットワークづくりに取組んでいきます。相談窓
口は、これまでどおり、「権利擁護相談」や「日常生活自立支援事業」を実施している社会福祉協議会と役場

（健康福祉課）が連携し、それぞれに「権利擁護・成年後見相談窓口」を設置し事業を推進していきます。

成年後見制 度 利 用 の 流 れ

神 戸 町 成 年 後 見 支 援 セ ン タ ー を設置します

このような場合はお気軽にご相談ください。
・福祉サービスの利用や施設入所をしたいが、自分では契約できない。
・成年後見制度について、もっと詳しく知りたい。
・成年後見制度を利用したいが、手続きがわからない。

相談窓口　 27-0175（健康福祉課）
　　　　　 28-0223（社会福祉協議会）

相談窓口
・お金の管理
・契約行為
・遺産分割　
　　　　など
一人でするには不安
一人ではできない

後見等開始の申立て
(申立て後は裁判所の許可がな
いと取り下げられません)

【申立時に必要なもの】
・申立書
・診断書（成年後見用）
・申立手数料（1件につき

800円分の収入印紙）
・登記手数料（2,600円分

の収入印紙）
・郵便切手（金種指定有 合

計4,300円分）
・本人の戸籍謄本
　　　　　　　　など

……………………

●任意後見人監督人
　選任の申立て

調査等
・裁判所から事情

を尋ねられるこ
とがあります。

・本人の判断能力
について鑑定を
行うことがあり
ます。（別途費用
が掛かります。）

監　督
（家庭裁判所）

成年後見人等
による援助

身の回りに配慮し
ながら財産を管理
します。

神戸町成年後見支援センター	 家 庭 裁 判 所

任意後見契約
公正証書によって
行います。

成年後見登記
（審判内容は戸籍
には記載されませ
ん。）

公証役場 法務局

判
断
能
力
が
不
十
分
に
な
っ
た
時

審
　
　
　
　
　
　
判申立ての内容、本人

の状況によって異な
ります。

（お お む ね1～3か 月 程
度。それ以上調査にか
かることもあります。）
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